
	 まえがき

本稿では、次章以降に述べるイ項の開発の前提とし
て、衛星搭載通信システムの全体構成について述べる。
このことで、試作や研究開発の範囲を整理するととも
に、実用化時の規模との比較を行う。

	 想定するシステム

図 1 に想定する衛星側のブロックダイヤグラムを示
す。

本衛星の特徴はフル 2 ホップ構成、ディジタル中継
器の採用の 2 点が特徴的である。フル 2 ホップ構成は、
S 帯を用いる衛星携帯端末からのユーザリンクの上
り通信信号が衛星内部を経由して Ku または Ka 帯の
フィーダリンクを通って衛星基地局側に中継され、先
方に届く。先方からの信号は衛星基地局から衛星内部
を通って S 帯の携帯端末側にダウンリンクされるとい
う、1 度の通信のために 2 回衛星内部を経由すること
を言う。衛星内部の送受信部の間に中継器（クロスリ
ンク）を設けることで、衛星内部の S 帯折返し、フィー
ダリンク折返しに対応することも可能であるが、今回
の範囲外とした。これは、S 帯折返し時は事業化の際
に課金機能を設けることが困難であるためであるのが
主な理由であるが、非常時通信という観点からは導入
する可能性もあると考えられる。

また、フルディジタル中継器の採用も大きな特色で
ある。これは、アンテナ素子で受信された信号が、低
雑音増幅器（Low Noise Amplifier：以下 LNA という）
で増幅され、コンバータで中間周波に変換されたのち、
アナログ－ディジタル（Analog to Digital： 以下 AD と
いう）コンバータでディジタルデータに変換されて衛
星内部で使用される。ビームの形成や、チャネル配置
の変更等の機能は全てディジタル処理で行うことを意
味している。ディジタル中継器の出力はディジタル –
アナログ（Digital to Analog： 以下 DA という）コン
バータでアナログ信号に変換されたのち、周波数変換
器を通じてフィーダリンク周波数へ変換したのち、進

行波管（Travelling Wave Tube：以下 TWT と言う）
等の増幅器でフィーダリンク回線を構成する。

このようなフルディジタル中継器は消費電力が極め
て大きくなるため、以前は衛星搭載が不可能と言われ
てきたが、今日のディジタルデバイスの微細化により
消費電力のドラスティックな減少が可能となった。ま
た、衛星搭載用のデバイスについても同様な傾向と
なっており、衛星搭載のディジタル技術の大容量化が
進展しつつある[1]。

さらに、本ディジタル中継器が他の通信衛星におけ
るディジタル中継器と大きく異なる点は、デジタル
ビーム形成（Digital　Beam　Former：以下 DBF と
いう）によるビーム形成装置をオンボードで搭載する
ことである。すなわち、諸外国の衛星は衛星上にビー
ムフォーマを搭載せず、地上でビーム形成を行って
いるものが多い[2]。この方式を Ground　Base Beam 
Forming：GBBF と呼び、フィーダリンク帯域幅が非
常に広帯域が必要な方式である。このため、諸外国に
おいてはフィーダリンクをマルチビーム化する等で帯
域を確保しているが、地上側基地局を数局程度のマル
チサイトにする必要があるため地上側の負担が大きい。
このため、DBF をオンボードで搭載することとした。

	 衛星内部の信号の流れと試作範囲の整理

次に、図 1 について、信号の流れに沿って STICS　
の衛星搭載システムと実際の開発品の対応をつけた説
明を行う。図 1 の一番左側は S 帯の大型展開反射鏡 

（Large Deployable Reflector：以下 LDR という）であ
る。地上からの信号は LDR で反射され、S 帯の 1 次
放射器に入力される。LDR については、直径 30 m 級
の展開アンテナを想定しており、これには技術試験
衛星 VIII 型（ETS-VIII）の研究において大型展開反射
鏡を製作した宇宙航空研究開発機構（以下 JAXA とい
う）の大型展開反射鏡アンテナプロジェクト[3] と連携
し、JAXA 側と密接な協力関係の元で展開鏡面の仕
様検討等を実施した。1 次放射器は最大で 100 素子程
度を想定しているが、STICS の研究開発では小規模
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モデルとして 16 素子の非励振素子装荷キャビティ付
近接結合給電パッチアンテナ[4] を素子として用いた給
電部モデルを開発して実証実験等を行った。また、給
電部 1 次放射器として、離焦点給電に最適化された素
子間隔 120 mm の非励振素子装荷キャビティ付近接結
合給電パッチアンテナを提案し、その特性を測定する
とともに、衛星搭載アンテナの 1 次放射器として採
用した場合の検討を実施している[5]。図 1 中の DIP は
ダイプレクサであり、STICS では実験のため軽量化
ダイプレクサを試作している。LNA もアンテナ素子
と同数個あるが、LNA で受信される信号は、帯域内
の衛星アップリンクのための電波（所望波）だけでは
なく、共用している地上の通信のための電波が衛星に
よって受信される干渉波も同時に受信される。このた
め、相対的に非常に大きな干渉波のもとでも所望波が
受信でき、干渉波によって飽和することのない耐飽和
増幅器が必要となり、所望波よりも20dB以上（目標値）
高い干渉波のもとでも飽和しない耐飽和増幅器を目指
して開発を行い、結果として所望波より 40 dB 高い干
渉波のもとでも飽和化しない耐飽和低雑音増幅器[6] を
作成することができた。

次に、周波数変換ユニットは S 帯の受信信号を AD
の入力周波数に変換するものであり、実証試験に必要
であるので、16 素子分の周波数変換ユニットを製作
した。なお、IF ユニットも LO（局部発振器）からの
電力を分配する必要があり、1 素子あたり +10 dBm

程度の大振幅動作を要するので、レベル配分によって
は消費電力に注意する必要がある。 

その後のディジタル部では、AD として素子数分の
変換器を要し、DBF 装置としては素子数×ビーム数
の能力を持つ DBF を用いてビーム形成を行う。また、
その後にデジタルチャネライザを用いて分波・合波を
行う。チャネライザを搭載することで、通信を行って
いるチャネルのみフィーダリンクに接続したり、ある
ビームの帯域幅を増加させたりといった、状況に応じ
て適応的にビームの再構成が可能な能力を衛星側が有
することができる。

1 ビームあたりの入力側帯域幅は標準的には STICS
の想定される帯域（30 MHz）と周波数くり返し数（7）
から決定され、30 /7 =4.2 MHz となる。ただし、災
害時は災害地向けの帯域を広くしたり、需要が少ない
と思われる海域にかかるビームについては帯域をこれ
より絞る等の工夫が必要となるため、この想定からは
やや外れる場合がある。チャネライザの出力帯域幅の
最大値は、1 ビームの帯域幅×ビーム数となり、7 周
波繰り返しを仮定すると総帯域 30 MHz に対し、1 ビー
ム帯域幅は 30 /7 =4.2 MHz であり、チャネライザ出
力帯域幅は 420 MHz となる。これらの信号は DA を
通してアナログ信号に変換されたのち、フィーダリ
ンク回線から地上局宛に接続される。ただし、最大
420 MHz の帯域幅全てをフィーダリンクで中継する
必要はなく、チャネライザを使用しているチャネルの

図 １　衛星側のブロックダイヤグラム
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み選択的に中継することが可能であるので、フィーダ
リンク帯域幅の削減による周波数利用効率の向上にも
寄与している。

STICS の搭載時を想定すると 100 素子 100 ビーム
クラスの DBF が必要となるが、本研究開発では順を
追って開発を行い、研究開発前半では 16 素子 16 ビー
ムクラスの小規模チャネライザ DBF を開発した。ま
た、この小規模チャネライザ DBF に対応する 16 素
子 1 次放射器と周波数コンバータを製作し、ビーム形
成試験、低サイドローブ試験等を実施した。さらに、
情報通信研究機構にて以前に開発した 3.3 m衛星搭
載展開アンテナの原理検証モデル[7] と組み合わせ、京
都大学の大型電波暗室（A-METLAB）を用いて組み合
わせ試験を行った。

研究開発の後半ではこの小規模 DBF チャネライザ
の成果を元に、100 ビームクラスの超多ビームチャ
ネライザ DBF を開発し、最終年度において前述の
16 素子 1 次放射器と周波数コンバータ、3.3 m衛星
搭載展開アンテナの原理検証モデルとを組み合わせ
た試験を京都大学の大型電波暗室（A-METLAB）を
用いて行った。さらに、この超多ビームチャネライ
ザ DBF とア項で開発したネットワーク監視管理装置
を組み合わせた総合試験を京都大学の大型電波暗室

（A-METLAB）を用いて行った。
本特集号では、3‒5と 3‒6において DBF を使用し

たビーム形成や低サイドローブ化の成果に関して報告
を行い、3‒7においては DBF とチャネライザを用い
た伝送特性の評価に関して報告を行う。さらに、ア項
との組み合わせ試験に関しては 4で紹介する。

	 まとめ

本稿ではイ項の研究開発において、想定される衛星
通信システムと STICS プロジェクト内で実施した実
験試作等の範囲を整理した。STICS プロジェクト内
では全ての衛星通信システムの項目についてフルス
ケールの試作・実証は困難であったが、実用上の大き
な技術的課題について先行的に研究開発を実施した。
そのなかで特筆すべきはこの規模の衛星搭載 DBF・
チャネライザシステムに関して、その成立性に関して
詳しい検証を行い、成立する見通しを得たことである。
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